
凡例

色 参考

（総務省より）記入する箇所 A A （総務省）経営戦略ひな形様式（令和4年1月25日更新）

（総務省より）説明内容 B （総務省）経営戦略策定・改定マニュアル（令和4年1月25日改定）

★ 検討内容 C 経営戦略策定・改定ガイドライン（平成31年3月29日策定）

D 公営企業の経営に当たっての留意事項　「経営戦略」策定要領（平成26年8月29日）

（３） 「投資試算」を取りまとめる際には、施設・設備の現状（老朽化の状況や規模・能力等を含む）について分
析し、投資の徹底した効率化・合理化に取り組むとともに、更新率・老朽化率・耐震化率等の目標を設定した上で、
中長期的に安定的かつ衛生的な汚水処理が可能となるよう努めること。

（２） 人口減少や将来の需要予測等も踏まえ、各種処理施設の整備区域の適切な見直しに取り組むとともに、低コ
ストの整備手法についても検討すること。
　さらに、既存施設の更新に当たっては、平成 31 年度より下水道の広域化・共同化を行う場合の地方財政措置を拡
充されることを踏まえ、施設・設備の長寿命化、処理場の統廃合、事業の広域化・共同化等の検討を行い、効率化に
努めること。

（１） 「経営戦略」の策定・改定に当たっては、都道府県構想と整合性のとれた内容とすることが求められる。な
お、都道府県構想は、10 年概成のための整備内容や長期的（20～30 年）整備・運営管理内容を含めた汚水処理手法
の選定（整備区域の設定）に主眼をおいた計画であることから、「経営戦略」の策定・改定に当たっては、
PPP/PFI、民間委託等による民間資金・ノウハウを活用することもあわせて検討することが重要である。さらに、汚
水処理の事業運営に係る「広域化・共同化計画」の策定について」（平成 30 年 1 月 17 日付け総務省自治財政局
準公営企業室長等通知）により、都道府県が策定することとされている「広域化・共同化計画」とも整合性を図るこ
とが求められる。
　また、都道府県構想・事業計画・下水道整備に係る計画等（以下「都道府県構想等」という。）、将来の投資のあ
り方に関する計画を踏まえつつ、将来にわたり安定的に事業を継続していくことができるよう、投資のあり方につい
て、更なる検討を行い、庁内で議論・合意形成を図ることが望ましい。

「経営戦略」の策定・改定に当たっての事業別留意事項
２ 下水道事業

(1) 「経営戦略」は、特別会計を単位として策定することを基本とすること。
(2) 「第１ 経営の基本方針」には、各地方公共団体の実情に応じて、当該公営企業の現状と将来見通しを踏まえ
た、中長期的な経営のあり方、経営目標など、重要な経営方針について記載すること。
(3) 「第２ 計画期間」に記載する計画期間は、10 年以上を基本とすること。
(4) 「第３ 投資・財政計画」を様式第 2 号により記載する場合には、以下のとおりとすること。
　① 消費税及び地方消費税相当額について、収益的収支については税抜き、資本的収支については税込みで作成す
ること。
　② 「基準内繰入金」とは、「地方公営企業繰出金について」（総務副大臣通知）に基づき他会計から公営企業会
計へ繰り入れられる繰入金をいうものであること。
　③ 「基準外繰入金」とは、基準内繰入金以外の繰入金をいうものであること。
　④ 「投資についての説明」には、施設・設備に関する投資についての見通しを試算した計画（投資試算）におい
て設定した目標（有収率、更新率等）を記載するとともに、「投資試算」において計上している各年度の投資の内容
（事業の内容・所要額等）を記載すること。
　「財源試算」と均衡させるために投資の調整を行っている場合には、その取組の考え方や内容（例：施設設備のダ
ウンサイジング、優先順位が低い事業のとりやめ、民間活力の活用、広域化など）等についても記載すること。
なお、記載に当たっては、必要に応じて、表やグラフ等を用いてわかりやすく示すこと。
　⑤ 「財源についての説明」には、投資をはじめとする需要を賄うための財源確保についての見通しを試算した計
画（財源試算）において計上している各年度の財源の内容について記載すること。
　「投資試算」等と均衡させるために財源の調整を行っている場合には、その取組の考え方や内容（例：内部留保の
更なる見直し、料金の更なる見直しなど）等についても記載すること。
　なお、記載に当たっては、必要に応じて、表やグラフ等を用いてわかりやすく示すこと。

策 定 日 ： 令和 8 年

「経営戦略」策定要領 ＜Ⅰ 法適用企業＞
１ 各事業共通事項

年度～ 2035 年度 ）（ 2026

別添２－1

野沢温泉村下水道事業経営戦略改定版（全体）【公共下水道事業】　

3 月

事 業 名 ： 公共下水道事業

団 体 名 ： 野沢温泉村

8

野沢温泉村下水道事業経営戦略

年度～ 令和 17 年度計 画 期 間 ： 令和
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（３） 「投資試算」を取りまとめる際には、施設・設備の現状（老朽化の状況や規模・能力等を含む）について分
析し、投資の徹底した効率化・合理化に取り組むとともに、更新率・老朽化率・耐震化率等の目標を設定した上で、
中長期的に安定的かつ衛生的な汚水処理が可能となるよう努めること。

（７） 前章において述べたとおり、「経営戦略」の「計画期間」は、個々の団体・事業を取り巻く環境、施設の老
朽化状況、経営状況等を踏まえて、10 年以上の合理的な期間を設定することが必要である。
　ただし、｢投資試算」や「財源試算」に当たっては、中長期（30～50 年超）の推計を行い、経営状況の経年変化・
類似団体との比較を踏まえた分析結果等を勘案するなどして、個別事業の実情に応じた合理的な期間を設定すること
が重要である。
　なお、「投資試算」及び「財源試算」における目標の設定に当たっては、当該指標を活用することも可能であり、
その際、例えば、普及率が 100％に近い場合は、更新需要に的確に対応するため、施設利用率、管渠老朽化率、管渠
改善率等を目標とすることが考えられる。

（６） 「経営戦略」は特別会計ごとの策定を基本とするとされているが、下水道事業においては、一の特別会計で
複数の汚水処理事業を実施している場合（公共下水道と農業集落排水施設）がある。そのような場合については、将
来にわたって適切に汚水処理を行っていくため、事業毎に今後の投資需要を見込むこと及びその財源を見込むことが
重要であることから、「投資・財政計画」については、事業毎に策定することが望ましい。なお、都道府県構想等に
より、経営戦略の策定要請期限の平成 32 年度末までに事業統合が位置付けられた事業については事業廃止が見込ま
れる事業として経営戦略の策定を要しないこと。

（５） 資本費平準化債の活用により、減価償却費を基本とした資本費の算定による適正な汚水処理費及び使用料の
設定に努めること。また、使用料の設定に当たっては、人口の動向やそれに伴う有収水量の見込み等将来の収支予測
も踏まえるよう努めること。

（４） 「財源試算」を取りまとめる際には、人口動態や普及率、水洗化率等の現実的な見通しを踏まえつつ、「投
資試算」等との整合性を図ること。その際、あわせて将来の使用料水準、一般会計に与える影響等についても十分配
慮すること。
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１．事業概要

　（１）事業の現況

　　①　施設

(

★

諸元：『令和6年度地方公営企業決算状況調査_10  施設及び業務概況に関する調』

経営戦略策定 →

　　②　使用料

令和5年度

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

令和6年度 3,980 円 令和6年度 4,361 円

令和4年度 3,980 円 実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）
※過去３年度分を記

載

令和4年度 2,665

3,980 円 令和5年度 2,453

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）
※過去３年度分を記

載

　その他の使用料体系はありません。
その他の使用料体系

の
概 要 ・ 考 え 方

　同上
業務用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

　使用料金は、従量制※1かつ累進制※2の料金体系を採用しています。
　（平成27年4 月1日に料金改定）
　※1　従量制・・・1㎥当たりの使用料を定め、利用者が排出する水量に応じて使用料を徴収す
る制度
　※2　累進制・・・使用料の増加に応じて使用料単価が高くなる使用料体系

円

円

一般家庭用使用料体
系 の
概 要 ・ 考 え 方

終末処理場数(箇所) 1

現在処理区域内人口 2,818 人

現在処理区域面積 130 ha
処理区域内人口密度 21.68 (人/ha)　　=

1962 年度 2025 年度

R7 年度 昭和37年度（供用開始後63年）供用開始年月日 S37.12.1 S37 年度

【要確認】数値は外れ値でないか。　【回答：済】OK。　【最終チェック：済】

*1 　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　 　「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を
推進するための計画に基づき実施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一
部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　 　「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを
選択すること（処理区の統廃合を含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

（説明）
　・供用開始年度･･･事業の供用が開始された年度。
　・・法適（全部・一部適用）・非適の区分･･･事業の法適（全部・一部適用）・非適の区分。
　　地方公営企業法の適用を予定している場合は、予定年月日を記載すること。
　・処理区域内人口密度･･･現在処理区域内人口／現在処理区域面積。
　・流域下水道等への接続の有無･･･流域下水道など他の下水道事業との接続状況について記載。
　・処理区数･･･現在の処理区数を記載するとともに、
　　過去に処理区の統合・縮小・廃止を実施した場合は、その概要及び実施年度を記載すること。
　・処理場数･･･現在の処理区数を記載するとともに、
　　過去に処理場の統合・廃止を実施した場合は、その概要及び実施年度を記載すること。
　・広域化・共同化・最適化実施状況･･･
　　過去に広域化・共同化・最適化を実施した場合は、その概要及び実施年度を記載すること。

広域化・共同化・最適化
実 施 状 況 * １ 　実績はありません。

処 理 場 数 　１箇所

処 理 区 数 　１処理区

令 和 6 年 4 月 1 日

昭和37年度
（供用開始後63年）									

法適（全部適用・一部適

用 ）

非 適 の 区 分

法適（財務規定等のみ一部適用）供 用 開 始 年 度
（供用開始後年数）

処理区域内人口密度
21.68 人/ha 流 域 下 水 道 等 へ の

接 続 の 有 無
　無し

2,818 人、 130 ha）
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★

諸元：『令和6年度地方公営企業決算状況調査_33  経営分析に関する調(二)』

諸元：『令和4年度地方公営企業決算状況調査_33  経営分析に関する調(二)』

　　　　『令和4年度地方公営企業決算状況調査_10  施設及び業務概況に関する調』、『令和4年度地方公営企業決算状況調査_26 歳入歳出決算に関する調』

令和4年度 円

諸元：『令和5年度地方公営企業決算状況調査_33  経営分析に関する調(二)』

　　　　『令和5年度地方公営企業決算状況調査_10  施設及び業務概況に関する調』、『令和5年度地方公営企業決算状況調査_26 歳入歳出決算に関する調』

令和5年度 円

諸元：『令和6年度地方公営企業決算状況調査_33  経営分析に関する調(二)』

　　　　『令和6年度地方公営企業決算状況調査_10  施設及び業務概況に関する調』、『令和6年度地方公営企業決算状況調査_20  損益計算書』

令和6年度 円 料金収入の合計 110,539 千円
× 20 ㎥

有収水量の合計 506,960 ㎥

条例上の使用料
※一般家庭における20㎥あ
たりの使用料

3,980 実質的な使用料
※料金収入の合計を有収水量の
合計で除した値に20㎥を乗じた
もの

4,361 円 ＝

有収水量の合計 865,667 ㎥
× 20 ㎥2,453 円 ＝

料金収入の合計 106,174

ア.水量ランク数 6 ウ.101㎥/月～200㎥/月

千円条例上の使用料
※一般家庭における20㎥あ
たりの使用料

3,980 実質的な使用料
※料金収入の合計を有収水量の
合計で除した値に20㎥を乗じた
もの

千円
× 20 ㎥

㎥

実質的な使用料
※料金収入の合計を有収水量の
合計で除した値に20㎥を乗じた
もの

2,665 円 ＝
料金収入の合計条例上の使用料

※一般家庭における20㎥あ
たりの使用料

3,980

(11)消費税及び地方消費税の転嫁状況 03　未転嫁

イ.使用料算定期間（年） -

平均(%) -(10)使用料改定

ア.実質使用
料改定率

一般家庭用20㎥/月(%) -

108,304

有収水量の合計 812,812

(7)前回使用料改定年月日 H19.4.1 ク.10,001㎥/月 以上 -

(6)現行使用料施行年月日 H23.4.1 キ.5,001㎥/月～10,000㎥/月 -

エ.累進度 11.8 カ.1,001㎥/月～5,000㎥/月 15,449

(3)累進制

イ.業務用100㎥/月(円) 21,410

108,610

2,132,110

05 水質使用料制

06 その他

ウ.最高ランク水量の1㎥超
過使用料(円/㎥) 224 オ.501㎥/月～1,000㎥/月 55,631

イ.最低ランク水量の1㎥超
過使用料(円/㎥) 19 エ.201㎥/月～500㎥/月

04 定額制 □ カ.業務用10,000㎥/月(円)

1,067,11003 累進制 ☑ オ.業務用5,000㎥/月(円)

エ.業務用1,000㎥/月(円) 215,110

□

(9)規模別水量

ア.20㎥/月 以下 67,502

□ イ.21㎥/月～100㎥/月 218,228

81,754

68,396

1
.
下
水
道
使
用
料

(1)使用料
　対象経費

ア.段階区分
維持管理費の全部
資本費の一部

イ.算入率 77.2

【要確認】料金体系、使用料は合致していますか。条例上の使用料と実質的な使用料の対比により、使用者負担の参考とし
ます。
【回答：済】実質的な使用料がR4,5とR6で差が大きいため、公共の料金収入・有収水量の確認いただく。
【最終チェック：済】

（記載例）
　本市下水道事業では、中期経営計画の計画期間である●年を使用料算定期間とし、算定期間内の営業費用（人件費、
薬品費、動力費、減価償却費、修繕費等）及び資本費用（支払利息、資産維持費）と使用料収入が等しくなるように下
水道使用料を設定する総括原価方式に基づいている。使用料は、各使用者群に対して総括原価を各群の個別費用に基づ
いて配賦し、基本使用料と従量使用料に区分して設定している。なお、資産維持率は●％を見込んでいる。

(2)使用料
　体系

01 水道料金比例制 □ ウ.業務用500㎥/月(円)

02 従量制 ☑
(8)現行使用料

ア.一般家庭用20㎥/月(円) 3,980

（説明）
　・一般家庭用使用料体系の概要・考え方･･･現行の一般家庭用使用料体系の概要及びそれを採用している考え方等に
ついて記載。資産維持費（資金収支方式で使用料を算定している団体においては、資産維持費相当額）の算定の有無に
ついても記載。
　・業務用使用料体系の概要・考え方･･･現行の業務用使用料体系の概要及びそれを採用している考え方等について記
載。資産維持費（資金収支方式で使用料を算定している団体においては、資産維持費相当額）の算定の有無についても
記載。
　・その他の使用料体系の概要・考え方･･･現行のその他の使用料体系の概要及びそれを採用している考え方等につい
て記載。資産維持費（資金収支方式で使用料を算定している団体においては、資産維持費相当額）の算定の有無につい
ても記載。
　・条例上の使用料･･・条例上の使用料の過去３年度分を記載
　・実質的な使用料･･・使用料収入/年間有収水量

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。
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　　③　組織

★

（記載例）   

＜事業運営組織＞

　（２）民 間 活 力 の 活 用 等

★ 【要確認】公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和7年3月31日時点）では活用がなく、確認させてください。
【回答：済】民間委託のみ、OK。
【最終チェック：済】OK。

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

　実績はありません。

　実績はありません。
　なお、未利用の土地や施設はありません。

資産活用の状況

 ア　エネルギー利用　*4
　（下水熱・下水汚泥・発電等）

 イ　土地・施設等利用　*5
　（未利用土地・施設の活用等）

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ 　実績はありません。

　野沢温泉終末処理場の運転・維持管理を民間に委託してい
ます。

　実績はありません。

下
水
道
局

【要確認】上記でよいか。【回答：済】担当は決まっているため、一部を兼任とする。【最終チェック：済】

（説明）
　・職員数･･･決算統計で報告した損益勘定所属職員及び資本勘定所属職員の計を記載すること。
　・事業運営組織･･･現在の事業運営組織を記載するとともに、過去に水道部局との統合等、下水道事業の経営健全化
を目的とした組織体制の再編を実施した場合には、概要及び実施年度も記載すること。

・職員２名

・会計年度任用職員１名

上下水道係

・係長１名

民間活用の状況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 イ　指定管理者制度

●
●
課

●
●
課

●
●
課

●
●
課

建設水道課

・課長１名

事業運営組織

　建設水道課上下水道係が所管しています。

職 員 数
　課長１名、係長以下４名、合計５名。
　上下水道係は上水道、下水道（公共下水道事業及び農業集落排水事業）業務の一部を兼任して
います。
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諸元：『公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和7年3月31日時点）』

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性

　（３）経営比較分析表を活用した現状分析

★

①収支バランスと経費回収率の改善
　収益的収支比率は100％をわずかに上回り、収支はおおむね保たれていますが、安定した黒字経営とまでは言えない状況で
す。
　また、経費回収率も100％に届かず、使用料収入だけでは必要な費用を十分に賄えていません。
　今後の更新需要を踏まえ、収入と必要経費のバランス改善に向け、費用構造の見直し、料金体系の検討など、持続可能な
経営基盤の確立に向けた取り組みが必要です。

②運営の効率
　汚水処理原価は類似団体と比べて低く、効率的な維持管理が行われている状況です。
　今後は薬品費やエネルギー費の高騰も想定されているため、引き続き、コスト抑制を継続していくことが重要です。
　民間委託や共同調達の活用、ソフト面での合理化など情報収集をしながら、無理のないかたちでの効率化を検討していき
ます。

③老朽化対策と財政負担への対応
　今後、更新が必要となる設備が増える見込みがあり、事業費をならしながら長期的な財政負担をできるだけ抑えていくこ
とが求められます。
　整備計画に基づき、適切に更新・改築を進めることで、施設の健全な維持管理につなげることが重要です。

　詳細は別紙【経営比較分析表】をご参照ください。

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通
知）」による経営比較分析表）を添付すること。

（説明）
　経営比較分析表や各種経営指標等を使いながら経営上の課題を抽出させるための現状把握・分析を行う。現状の経営
比較分析表を貼り付けただけのものは分析とは言えないので不可とする。下水道事業における主要な指標は経費回収
率、汚水処理原価等があるが、特に経費回収率についての分析は最低限記載すること。経費回収率は、使用料収入、繰
入金などの収入面、汚水処理費などの支出面の両方の影響を受ける指標であることから、収入と支出の各団体における
分析を行うこと。

【要確認】要約まとめ。　　【回答：済】OK　　【最終チェック：済 】

※添付した「経営比較分析表」に補足事項等がある場合は記載すること。

（記載例）
　・●市下水道事業では、民間活用や施設の統廃合について検討を行ってきた。●年●月には経営戦略の策定・公表を
行い、前述の検討を引き続き行っているほか、広域化・共同化計画策定過程で広域化についても並行して検討を進めて
いるところ。
　・●市下水道事業では、コンセッション方式を含む官民連携の活用に向けた検討を●年度より開始。●年●月に、
「下水道事業公共施設等運営権活用検討調査報告書」を公表。 等

　今回の経営戦略の策定・改定までに実施してきた民間活用や施設の統廃合、広域化等の経営健全化の取組について、
実施年度や概要、効果等図表を適宜用いながら分かりやすく記載。

　毛無山と千曲川に挟まれた扇状地であり、地形・地理的要件から広域化は困難である。また、規模も小さいため民間委託によるメ
リットが生まれにくいため、現行の経営体制と手法を継続する。

（説明）
　・民間委託･･･包括的民間委託を含む民間委託の導入状況又は導入に向けた検討状況を記載。
　・指定管理者制度･･･指定管理者制度の導入状況又は導入に向けた検討状況を記載。
　・ＰＰＰ・ＰＦＩ･･･ＰＰＰ・ＰＦＩの導入状況又は導入に向けた検討状況を記載。
　・エネルギー利用･･･消化ガス発電等のエネルギーの有効利用の導入状況又は導入に向けた検討状況を記載。
　・土地・施設等利用･･･未利用地や下水道施設の上部空間などの有効活用の状況及び活用に向けた検討状況を記載。

　抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等における中長期的な将来見通
しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

●

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立行
政法人への

移行
広域化等

民間活用

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

抜本的な改革の取組
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諸元：『経営比較分析表（令和5年度決算）』

1. 経営の健全性・効率性

分析欄

（記載例）
　・経費回収率が他団体と比較して高く（低く）なっており、その要因としては・・・が挙げられる。
　・汚水処理原価は他団体と比較して高く（低く）なっているが、・・・の影響が大きいと考えられる。 等

経営状況は僅かに100％を超えているが、今後も費用の削減等に努めていく必要がある。
④施設の修繕や改築に係る費用の増加により企業債の借入が増加している。処理方式変更も予定しているため計画的で
効率の良い修繕をおこなっていく。
⑤経費回収率が100％を下回っていることから、使用料の再検討も必要であると考えられる。
⑥汚水処理原価は類似団体平均値と比べると低い数値であるが、増加傾向であるため、維持管理費削減に努めていく。
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95.00

100.00

105.00

110.00

115.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 97.98 99.82 99.39 112.75 102.73

平均値

①収益的収支比率(％)
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当該値
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②累積欠損金比率(％)

該当数値なし

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 100.20 97.73 100.09 96.55 81.03

平均値 86.94 85.40 87.80 86.51 89.17

0.00

20.00

40.00
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80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

180.00

200.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 133.49 164.02 140.72 138.01 151.36

平均値 179.63 188.57 187.69 188.24 184.85

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円)
【138.75】【97.81】
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0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値

平均値
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当該値 521.29 485.96 554.44 598.95 612.87

平均値 807.75 812.92 765.48 742.08 730.84

③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)
【630.82】

該当数値なし
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平均値 55.55 55.84 55.78 54.86 55.04
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102.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 99.93 99.93 99.92 99.96 99.96

平均値 91.64 92.34 91.78 91.37 91.92

⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)
【95.91】【58.94】
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2. 老朽化の状況について

分析欄

全体総括

分析欄

下水道の概成が早かった当村においては、ストックマネジメント計画に基づき管更生工事を行っており今後も継続して
いく予定。

施設や設備の老朽化に伴い、修繕等の費用が増加している。また、人口減少に伴い料金収入も減少傾向にあるため、汚
水処理に係る適切な料金について検討する必要がある。
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①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％)

該当数値なし 該当数値なし

0.00

0.10
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当該値 0.79 0.00 0.00 0.29 0.25

平均値 0.10 0.09 0.10 0.07 0.06

③管渠改善率(％)
【0.22】
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２．将来の事業環境

　（１）処理区域内人口の予測

★

②予測の図表

①予測の方法

　処理区域内人口の予測にあたっては、【 行政区域内人口の予測 】×【 下水道普及率 】による推計を行っています。

　◆行政区域内人口の予測
　　『国立社会保障・人口問題研究所（以下、社人研という）』による将来推計（2023）を参考に、設定しています
（※）。

　◆下水道普及率
　　行政区域内人口に対する処理区域内人口の割合です。
　　令和６(2024)年度実績の下水道普及率65.79％維持とし、設定しています。

※『野沢温泉村 人口ビジョン（平成28年２月』においては、『社人研』推計をもとに独自推計を行い、令和42（2060）年に
人口 2,035 人を目指しています。
　行政区域内人口の予測を行い、近年の外国人住民の増加による変動を考慮し、社人研（2023）をもとに推計を行いまし
た。

R42.4.1

【要確認】シミレーションより①推計方法②グラフ・表を挿入します。近年外国人住民の増加があり社人研で推計。
【回答：済】OK。　　【最終チェック：済】

　現状を踏まえ、将来予測や将来分析を行う。将来の処理区域内人口、有収水量などの将来予測を踏まえた使用料収入
や将来の改築を含めた建設改良費などの予測を踏まえ、経費回収率がどのように推移していくのかなどの分析が考えら
れる。その際は、図表などを使いながら視覚的にわかりやすくすること。繰入については各指標の変化に大きく影響す
ることから一般会計側と繰入額について協議の上記載すること。
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将来人口推計（人） 3,473 3,411 3,404 3,428 3,497 3,203 3,110 3,016 2,923 2,829 2,736 2,694 2,652 2,611 2,569 2,527

処理区域内人口 2,711 2,661 2,682 2,716 2,818 2,581 2,506 2,430 2,355 2,280 2,205 2,171 2,137 2,104 2,070 2,036
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9/24 02_野沢温泉村下水道事業経営戦略改定版（全体）_公共.xlsx本文



諸元『野沢温泉村 人口ビジョン（平成28年２月）』　計画継続

（記載例）

　処理区域内人口予測の推計にあたっては、●●を根拠として行政区域内人口×普 及率×人口減少率(※)を採用し、
推計を行った。 （※）国立社会保障・人口問題研究所による将来推計人口における減少率

（説明）
　・処理区域内人口の予測について、図表などを適宜用いながら、予測の方法（考え方）や根拠等も含め、分かりやす
く記載すること。必要に応じて過去の推移についても記載すること。人口予測の方法例としては、過去の人口増減を基
に増減率を算出するほか、国立社会保障・人口問題研究所（社人研）による将来推計人口等を適宜活用することが挙げ
られる。
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　（２）有収水量の予測

★

（記載例）
　年度によって有収水量の増減はあるものの、過去○年間を通して有収水量は横ばいとなっている。処理区域内人口の
減少や節水機器の普及などにより、今後は、年間有収水量が減少していくと考えられる。年間有収水量の予測値は、○
○市人口ビジョンの人口シミュレーション及び国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口を勘案して算出した。

（説明）
　・有収水量の予測について、図表などを適宜用いながら、予測の方法（考え方）や根拠等も含め、分かりやすく記載
すること。必要に応じて過去の推移についても記載すること。有収水量予測の方法例としては、過去の有収水量を基に
今後の需要を推計するほか、節水トイレの普及状況、接続率等を参考にすることが挙げられる。

【要確認】シミレーションより①推計方法②グラフ・表を挿入します。
【回答：済】OK。　　【最終チェック：済】

②予測の図表

①予測の方法

　有収水量の予測にあたっては、【 水洗便所設置済人口の予測 】×【 １人あたりの有収水量 】により、有収水量の推計
を行っています。

　◆水洗便所設置済人口の予測
　　前述の処理区域内人口の推計に対し、令和６(2023)年度実績の水洗化率を乗じて、設定しています。

　◆１人あたりの有収水量
　　直近５年間の１人あたりの年間有収水量を求め、その結果、令和５年度数値(※)を参考に設定しています。
　　※変動幅・推移を考慮し、対象期間を令和５年度としています（令和６年度は一時的な変動）。
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処理区域内人口 2,711 2,661 2,682 2,716 2,818 2,581 2,506 2,430 2,355 2,280 2,205 2,171 2,137 2,104 2,070 2,036

有収水量（㎥） 801,272 791,247 812,812 865,667 506,960 822,623 774,477 750,564 726,650 702,737 691,896 681,055 670,533 659,692 648,852 637,692

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

1,000,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

有収水量の予測

11/24 02_野沢温泉村下水道事業経営戦略改定版（全体）_公共.xlsx本文



　（３）使用料収入の見通し

★

　（４）施設の見通し

★

（記載例）
　○年まで面整備により、処理区が拡大すること及び、○年に使用料改定を予定していることから、使用料は○年まで
は増加していくが、処理区域内人口の減少や節水機器の普及などにより、今後は、年間有収水量が減少していくと考え
られることから、比例して使用料収入も減少していくものと考えられる。

②予測の図表

【要確認】ヒアリング結果、『第6次野沢温泉村長期振興総合計画基本構想・後期基本計画（令和8年1月）』、実施計画より
まとめ。　　【回答：済】OK。　【最終チェック：済 】

　事業の供用開始以後、60年以上が経過に伴い、道路陥没等の潜在的リスクや維持管理費の増大が懸念されます。
　老朽化した管渠について長寿命化計画に基づき、国庫補助金を活用した改築工事を実施し、現場での最適な工法の検証を
行うことで、より安価で効率の良い維持管理を行っていく必要があります。
　また処理場の処理方法変更検討など中長期的な視点に立った「ストックマネジメント計画」を策定、適宜改定しつつ、施
設の長寿命化によるライフサイクルコストの縮減と、予算の平準化を図っていく必要があります。

（説明）
　・使用料収入の見通しについて、図表などを適宜用いながら、見通しの方法（考え方）や根拠等も含め、分かりやす
く記載すること。必要に応じて過去の推移についても記載すること。使用料収入の見通しの方法例としては、今後の人
口推計を基に今後の需要を推計するほか、節水トイレの普及状況、接続率等を参考にすることが挙げられる。将来予定
している使用料改定等も踏まえ収入を見込むこと。ここで記載した使用料収入については、財政計画の収益的収入の使
用料収入に記載すること。

【要確認】シミレーションより①推計方法②グラフ・表を挿入します。
【回答：済】OK。　　【最終チェック：済】

①予測の方法

　料金収入の見通しにあたっては、【 有収水量の予測 】×【 使用料単価 】による推計を行っています。

　◆有収水量の予測
　　前述の推計のとおりです。

　◆使用料単価
　　直近５年間(※)の有収水量１㎥あたりの年間使用料収入を求め、その結果、令和３・４年度数値(※)の平均値を設定し
ています。
　　※変動幅・推移を考慮し、対象期間２年間としています（令和５年度打ち切り決算、令和６年度は一時的な変動）。
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使用料収入(千円)※税抜 116,760 101,309 98,458 96,521 110,539 102,486 96,488 93,509 90,530 87,550 86,200 84,849 83,538 82,188 80,837 79,447

有収水量（㎥） 801,272 791,247 812,812 865,667 506,960 822,623 774,477 750,564 726,650 702,737 691,896 681,055 670,533 659,692 648,852 637,692
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　（５）組織の見通し

★

３．経営の基本方針

★

（説明）
　・定員の管理計画等を踏まえた将来の職員数の見通し等について、図表等を適宜用いながら、分かりやすく記載する
こと。

【要確認】ヒアリング（現状維持、情報共有化を進める）
【回答：済】OK　　【最終チェック：済 】

　現状、業務は必要最低限の人員で運営しており、これ以上の人員削減は維持管理の観点から現実的ではないと考えていま
す。
　中長期的な業務継続を見据え、職員間での業務継承が円滑に行えるよう、情報の共有化を進めるとともに、業務の委託可
能性についても検討を進めてまいります。

※将来の事業環境等を踏まえ、事業を継続する上での経営理念、基本方針等について記載すること。
※計画期間内における具体的な取組・目標等を記載すること。

【要確認】『第6次長期振興総合計画』より反映でよいですか。
https://www.vill.nozawaonsen.nagano.jp/www/contents/1050000000231/files/honsatsu.pdf
R8.1月策定の後期基本計画も方針同じ、OK。
【回答：済】総合計画後期（基本計画）改定中。R2策定の前期と基本構想（方針・施策）は同様のためそちらから引用で
OK。
【最終チェック：済】

『第６次 野沢温泉村 長期振興総合計画 令和２年３月』（基本構想・後期基本計画　令和８年１月）より
◆基本理念
「胸湧きたち　未来へ歩み続ける　湯の郷・野沢温泉」を目指します。

◆基本政策
　～ゆうゆう快適安全なむらづくり（生活環境の整備）～
　信頼できる上下水道の構築を目指し、基幹的な施設及び管路の計画的な耐震化及び更新を行い、利用者との対話を通し
サービスの更なる向上のため、効率化と運営基盤の強化を図ります。

◆分野別政策
　～快適な暮らしを支える下水道～
　ストックマネジメント計画等に基づいた施設改修を進めます。
　終末処理場の水処理方法の変更も含めた中で、快適な生活環境を維持するための継続的な下水道事業の運営に努めます。

（記載例）
　技能職員は既に採用を行っていないため、現在の職員が退職する20年後には0人となる。技術職員と事務職員につい
ては、退職した職員の分は新規採用職員で補充する形で現行の人数を維持することを想定しており、職員が代わっても
ノウハウの継承が行えるよう業務の見える化や共有、研修の充実などを図っていく。

（記載例）
　供用開始から○年が経過しているものの、処理施設や管渠については法定耐用年数はそれぞれ、○年、○年とされて
いるため、更新は直近の課題となっていない。
　ただし、ポンプ類、ブロワ類及び計器類については、耐用年数がそれぞれ○年、○年、○年であり、耐用年数が経過
した設備もあることから、適正な管理や早期の修繕により可能な限り耐用年数を延ばすことで、設備投資の増加を抑制
している。
　また、公共下水道に隣接する農業集落排水施設で、老朽化が進み、改築・更新が必要な処理施設については、公共下
水道への統合（接続）を検討し、処理施設の集約化と効率化を図っていく必要がある。

（説明）
　・施設・設備、管渠の老朽化度合、有収水量の予測を踏まえた施設の余剰能力の見通しなどについて、施設の所在地
を示す地図等の図表などを適宜用いながら分かりやすく記載すること。ストックマネジメント計画や個別施設計画等の
計画との整合性にも留意が必要。ここで記載した施設の見通しについて事業費に置き換えた数値を財政計画の収益的収
支の減価償却や資本的支出の建設改良費等に反映すること。
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４．投資・財政計画（収支計画）

　（１）投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

資本的支出

ⅰ）建設改良費
○ 投資先・投資時期に関する予測方法
　都道府県構想等、将来の投資のあり方に関する計画を基本に予測することが求められる。その際、合理的な予測方法
として、
　　✓新設需要・更新需要・その他需要（耐震化等）等、建設改良費に係る需要を合理的な区分に切り分けて算出する
こと
　　✓管渠（汚水・雨水）・処理場・ポンプ場等、合理的な資産区分に切り分けて需要を算出すること
　　✓以下に掲げる時期等、合理的な時期に施設更新を行う前提で更新事業に係る需要を算出すること
　・庁内で合理的に設定された耐用年数の到来時
　・資産の健全度の調査等から導き出した更新の必要度を踏まえた時期
　　✓投資（新規・更新）の優先順位を踏まえて算出すること
　　✓広域化等を行う場合には、その場合の必要な事業費を算出すること（施設の統廃合や管渠の接続に要する整備費
など）が考えられる。また、流域下水道事業負担金に係る資本的支出については、都道府県担当部局との調整を踏まえ
た数値や近年の支出の動向を踏まえた数値とすることなどが重要である。
　なお、管渠の更新については、管渠老朽化率が高く、かつ、管渠改善率が低い場合には、計画的・効率的な更新に取
り組む　　必要があることに留意が必要である。
　更新・長寿命化にかかる事業費について、ストックマネジメント計画を策定済みの事業にあっては、ストックマネジ
メント計画の改築計画に記載された事業費等を活用することが考えられる。

　計画期間内の収支見通しである投資財政計画については、投資試算をはじめとする支出と財源試算により示される収
入が均衡した形で策定すること。
　「収支ギャップ」が生じる場合には、都道府県構想等、将来の投資のあり方に関する計画の見直しに向けた検討、維
持管理費の削減及び収入増加に係る取組等により「収支ギャップ」を解消することが考えられる。
　その解消策として、投資・維持管理両面にわたる合理化・効率化を徹底する上で、各事業者は、適切な汚水処理施設
の選択や施設の統廃合などの「広域化等」やコンセッションを含む PPP/PFI 方式や包括的民間委託などの「民間活
用」を抜本的な改革として位置付け、取り組むことが重要である。
　なお、抜本的な改革を具体的に取り組む場合における留意点については、「公営企業のあり方に関する研究会報告
書」や「公営企業における抜本的な改革等に係る先進・優良事例集」（平成 29 年３月総務省）を参考にすること。
　「投資試算」を取りまとめる際には、施設・設備の現状（老朽化の状況や規模・能力等を含む）について分析し、投
資の徹底した効率化・合理化に取り組むとともに、更新率・老朽化率・耐震化率等の目標を設定した上で、中長期的に
安定的かつ衛生的な汚水処理が可能となるよう努めること。
　「財源試算」を取りまとめる際には、人口動態や普及率、水洗化率等の現実的な見通しを踏まえつつ、「投資試算」
等との整合性を図ること。その際、あわせて将来の使用料水準、一般会計に与える影響等についても十分配慮するこ
と。

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

①公共下水道の整備促進
　市内の環境改善に大きく寄与している公共下水道の整備については、「○○構想」に基づき、○年度整備完成に遅延
が生じることのないよう進める。また、大雨による家屋や道路冠水等を防ぎ、安全で快適な生活環境の形成を目的とし
て、雨水幹線の整備も進める。
②水洗化の促進
　普及促進については、下水道未接続者への戸別訪問及び水洗化促進の文書を送 付するなど水洗化率向上に向けた対
応を行ってきたが、更なる効率的、効果的な普及促進活動を行うことを目的として、下水道台帳システムにより水洗化
情報のデータベース化を図る。
③下水道施設の老朽化対策
　下水道管の耐用年数は５０年となっていますが、本市で最も古い管渠は４０年以上が経過している。そこで、管渠を
はじめとした下水道施設の延命化と、その延命化や維持管理に要する費用の平準化を図ることを目的として、下水道ス
トックマネジメント計画を策定し、国の下水道ストックマネジメント支援制度を活用しながら、継続的に下水道施設の
老朽化対策を進める。
④下水道財政の健全化
　下水道事業の債権管理の強化と合わせて、○年度から現在の単式簿記会計から 複式簿記会計へ会計方式を切替え、
よりきめ細やかな経営分析を基に下水道事業を進めていくための下水道財政経営基盤強化を図る。
⑤広域的な汚水処理計画の策定と実施
　公共下水道、農業集落排水の施設において、総合的に判断し、統廃合することにより、効率的で経済的な事業運営に
努める。

（記載例）
　豊かな自然環境である河川やため池などの水質汚染を防ぎ、安全で快適な市民生活を実現するために、下水道関連施
設の整備を進めるとともに水洗化の促進を図る。

（説明）
　都道府県構想や事業計画との整合性に留意し、事業を継続する上での経営理念、基本方針等について記載すること。
また、計画期間内における具体的な取組・目標等も記載すること。団体の他計画（総合計画など）との関連性、位置づ
けも踏まえ記載。広域化等、民間活用等の抜本的な改革を検討している場合もここに記載すること。広域化等、民間活
用等の抜本的な改革については、経営戦略策定時点で都道府県構想や広域化・共同化計画などに位置付けられた取組に
ついて記載する。広域化・共同化計画等が未策定の場合であっても庁内での検討状況等について記載。
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ⅱ）元利償還金
○ 元利償還金に関する予測方法
 　既発債の元利償還金については、償還表に基づき、各年度の所要額を積み上げることが求められる。
 　新発債の元利償還金については、資本的支出（建設改良費等）に係る資本的収入としての起債（下水道事業債（通
常分）、資本費平準化債、下水道事業債（特別措置分）等）を確定させた上で各年度の所要額を積み上げ、精緻に予測
することも可能だが、建設改良費を全て下水道事業債（通常分）で充当（償還期間は建設施設の耐用年数）することを
前提に算定する簡易な方法を採ることも考えられる。
 　なお、支払利息については、過去数年の推移や周辺同規模団体の利息の状況等を踏まえて設定する方法が考えられ
る。

＜改良・更新需要＞
　【地震対策】
　　・地震対策に係る計画に基づきマンホール浮上防止対策工事等の整備予定額を計上
　【その他事業】
　　・処理区の分流化に係る整備予定額を計上
　　・その他の更新事業費について、過去の実績を勘案し計上

資本的収入
　
　下水道事業債（特別措置分）・資本費平準化債については、個別の通常債ごとに発行可能額を算定し、必要な場合に
計上することが重要である。

〔下水道事業債（特別措置分）の概要〕
　平成17年度まで、全ての事業について元利償還金の７割を公費負担割合としてきたが、平成18年度に下水道事業に係
る公営企業繰出金が見直され、各事業の整備手法と処理区域内人口密度等に応じた割合を公費負担割合とすることに変
更した。
　このことにより、平成 17 年度までに発行を許可された公共下水道（特定公共下水道及び特定環境保全公共下水道を
除く。）に係る下水道事業債の当該年度の元利償還金の７割の額から、当該元利償還金に対し、当該事業の整備手法と
処理区域内人口密度等に応じて一定の割合を乗じて得た額を差し引いた額を下水道事業債（特別措置分）に振り替える
こととしたものである。

・特別措置分の財政スキーム（分流式：処理区域内人口密度 75 以上 100 未満の場合）

　▶ケース３
 ＜新設需要＞
　【未普及解消事業】
　　・汚水処理施設の整備に係る計画に基づき整備予定額を計上
　【浸水対策】
　　・雨水管整備による内水被害解消を目的とし、浸水被害箇所を中心に整備予定額を計上
　【流域下水道建設費負担金】
　　・直近の伸び率をもとに推計し計上

＜改良・更新需要＞
【長寿命化対策】
　・管渠：長寿命化計画に基づき主に耐用年数 50 年を経過した合流管の改築等に要する経費を計上
　・処理場・ポンプ場：長寿命化計画に基づいた機械・電気設備の更新に要する経費を計上

【地震対策】
　・管渠等：緊急輸送路下の管路の耐震化及びマンホール浮上防止に要する経費を計上
　・処理場・ポンプ場：耐震補強工事、ポンプ無水化、耐津波工事等に要する経費を計上

　▶ ケース２
　・10年間の「経営戦略」を前期５年、後期５年のアクションプログラムとし、前期事業費260億円、後期事業費250億
円を計上

 ＜新設需要＞
【未普及解消事業（管渠・処理場・ポンプ場）】
　・市街化区域：整備概成、市街化区域の未整備地区（私道・低宅地）などの解消に要する経費を計上
　・市街化調整区域：都道府県構想策定マニュアルに基づいた整備効率の良い箇所の整備に要する経費を計上

＜改良・更新需要＞
　・年間の上限額を前提に、地震対策及び浸水対策など他事業との優先順位付けをした上で実施
　・アセットマネジメントの考え方を採り入れた再構築に係る計画の中で、管渠や施設の現在の健全度（施設の劣化状
況を数値化した指標）を維持するためには、管渠で約７～20 億円/年、施設で約 20 億円/年の事業費が必要であると
試算
　・耐用年数は、資産の種類ごとに実績に基づき設定

〔各地方団体における建設改良費の見込み方法の事例〕
 
　▶ ケース１
　・年間約100億円の上限を設定
　・８年間で実施すべき事業を個々に精査
＜新設需要＞
　・下水道整備に係る計画に基づき、年間の上限額を前提に、地震対策、老朽化対策、浸水対策など他事業との優先順
位付けをした上で実施

○ 建設単価に関する予測方法
　都道府県構想等、将来の投資のあり方に関する計画に建設単価（公共工事設計労務単価（農林水産省・国土交通省公
表）や都道府県における工事設計に係る積算基準等）の動向が織り込まれていない場合は、当該地域における物価上昇
や人件費（労務単価）の上昇等を過去数年の動向も踏まえて反映させることが重要である。
　なお、物価上昇や人件費上昇分を賄うだけのコスト削減に係る取組（低コスト工事手法の導入、調達の工夫等）の実
施を見込んでいる場合には、その旨を住民・議会に説明した上で、物価上昇等を見込まないことも可能である。
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ⅳ）委託料
　過去数年の委託料の動向等を踏まえ、個別の委託事務ごとに必要な委託料を積算し、委託に必要な期間にわたって計
上することが重要である。
 
ⅴ）減価償却費

〔各地方団体における職員給与費の見込み方法の事例〕
　▶ ケース１平均職員給与費（直近予算額÷職員数）×職員数×ベースアップ値
　▶ ケース２ 直近予算額×過去の平均執行率（※）※執行率：予算額と決算額が乖離した率
　▶ ケース３ 直近決算額×過去の平均伸び率
　▶ ケース４ 総人件費見直し指針に基づき、
　・正規職員、非常勤職員、再任用職員等ごとの単価×各職員数を年度ごとに算出し計上

収益的支出

　収益的支出については、必要かつ合理的な額の確保を前提としつつ、徹底した効率化・適正化を図った上で適切に算
定することが必要である。
　また、広域化等や民間活用を行う場合には、その場合の維持管理費等の見込みについても適切に算定することが必要
である。
　ⅰ）職員給与費
　　自団体の職員数・人件費に係る計画や指針等を踏まえるなどして、合理的に予測することが重要である。

〔資本費平準化債の概要〕
　下水道整備は、その性格上、先行投資が多額となる事業であり、供用開始当初は有収水量も少なく、処理原価は著し
く高くなる傾向がある。このような供用開始当初の高い処理原価を全て利用者から徴収する場合、利用者が負担できな
いような高い使用料を設定せざるを得なくなるとともに、本来は後年度の利用者から徴収すべき費用も当初の利用者が
負担することとなり、世代間の公平に反することとなる。このため、資本費平準化債により資本費の一部を後年度に繰
り延べることとされたものである。具体的な対象は以下のとおり。
　　Ａ: 建設中施設に係る元金（供用開始前の施設に係る企業債元金相当額に対する起債）
　　Ｂ: 未利用施設の利子（供用開始後の施設のうち未利用部分に係る企業債利息相当額に対する起債）
　　Ｃ: 建設改良地方債の元金（供用開始後の施設に係る元金償還金から当該施設の減価償却費相当額を差し引いた額
に対する起債＜資本費平準化債（拡大分）・H16～＞）

〔各地方団体における修繕費・材料費の見込み方法の事例〕
　▶ ケース１ 管渠、ポンプ場、処理場ごとの直近決算値×過去の平均伸び率
　▶ ケース２ 直近決算額×物価上昇見込み率（ex1.0%）
　▶ ケース３ 直近決算額＋管内調査費（管渠の老朽化を踏まえたもの）

ⅲ）修繕費・材料費
 過去数年の修繕費・材料費の動向、施設ごとの老朽化状況（委託している施設の修繕を含む）、長寿命化計画等を踏
まえて予測することが重要である。

〔各地方団体における動力費・薬品費の見込み方法の事例〕
　▶ ケース１ 直近決算値×過去の処理水量の平均伸び率
　▶ ケース２ 直近決算値×過去の平均伸び率

ⅱ）動力費・薬品費
　汚水処理水量の動向、雨水処理水量の動向、電気代・ガス代等の燃料単価の動向、施設（処理場・ポンプ場等）ごと
の動向等を踏まえて予測することが重要である。
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収益的収入

ⅰ）使用料
　直近の決算値の動向等を踏まえて計画期間中の収入を適切に見込むこと。更に、人口の動向、１世帯当たりの使用水
量の動向、普及・接続の動向等、使用料収入の将来予測に当たって、個別の団体・事業において影響の大きい要素があ
る場合には、可能な限りそれを反映させることが重要である。

〔各地方団体におけるその他費用の見込み方法の事例〕
 ▶ ケース１
 ＜流域負担金＞
　・流域下水道の経営計画に基づく計画処理水量をベースに、人口減少率を乗じ算出
　・負担金の算定は、一般排水と特定排水に分け、それぞれ現行の処理単価を乗じ算出

ⅶ）資産維持費
　資産維持費とは、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大するこ
とが見込まれる場合、使用者負担の期間的公平等を確保する観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくた
めに必要な費用（増大分に係るもの）として、適正かつ効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定す
るものである。（「下水道使用料算定の基本的考え方」（平成 29 年３月 10 日本下水道協会））資産維持費が使用料
対象経費として位置付けられたことに伴い、国土交通省において、「将来的な改築需要の増大による使用料対象経費の
増大が見込まれる場合には、使用者負担の
期間的公平や事業の持続的展開等を確保する観点から、資産維持費の導入について検討を行うことが考えられる。」
（平成 29 年３月10日付国土交通省水管理・国土保全局下水道部下水道企画課管理企画指導室課長補佐事務連絡）とさ
れたことを踏まえ、資産維持費を使用料対象経費に算入する場合には、適切に積算し計上することが重要である。

ⅷ）その他費用

　ⅰ）からⅶ）までの費用以外の費用についても、一つ一つ個別に、過去数年の費用の動向等を踏まえ積算し計上する
ことが重要である。

　▶ ケース３
＜既借入＞
　・企業債償還表により算定
＜新規借入＞
　・建設改良事業を補助対象事業と単独事業の区分・起債対象事業と起債対象外事業の区分で整理し、各年度の借入予
定額を算出
　・償還期間は30年、利率は直近借入利率で算出
　・資本費平準化債の新規借入に係る支払利息については、各年度の企業債償還金や減価償却費などから資本費平準化
債の算出方法に従って算出（償還期間は20年、利率は直近借入利率で算出）

〔各地方団体における支払利息の見込み方法の事例〕
　▶ ケース１
＜既借入＞
　・現行の償還台帳により算定

＜新規借入＞
　・各年度の起債対象事業費を基に次の３区分により算定
ア 新設・改築の設備については、利率 0.7％の元利均等償還、据置なしの10年償還
イ 長寿命化工事については、利率 0.5％の元利均等償還、据置なしの７年償還
ウ 管渠設備については、利率 1.6％の元利均等償還、据置なしの 30 年償還

 ▶ ケース２
　・下水道整備に係る計画に基づき、将来起債を含む元利償還シミュレーションを実施
　・償還年数を30年とし、資本費平準化債（20年償還）を活用
　・借り入れ条件は、固定金利・元利均等償還とし、使用料対象経費の年度間変動幅を抑制

ⅵ）支払利息

〔各地方団体における減価償却費の見込み方法の事例〕
 ▶ ケース１
　＜現有分＞
　　・固定資産システムからの出力値を採用
 
　＜新規分＞
　　・将来の建設費を基に、減価償却費を算出
　　・耐用年数、管路50年・処理場33年・残存価格10％
▶ ケース２
　＜現有分＞
　　・システムにて個々の資産の減価償却費を算出
　＜新規分＞
　　・建設改良費の計画額が全額執行されたと仮定して、その税抜額を平均耐用年数44年で減価償却費を算出
▶ ケース３
　・既存施設と建設改良に係る計画から試算した減価償却費を算出
　・耐用年数：管渠50年、電気設備20年、建物50年、ポンプ設備20年、機械器具購入費10年
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　（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

　　①　収支計画のうち投資についての説明

収支計画の策定の前提となる長期投資試算の結果及びそれに基づく長期目標

目 標 　ストックマネジメント計画を基に、適切な施設の維持・更新を行います。

〔各地方団体における繰入金の見込み方法の事例〕
▶ ケース１
　・維持管理費分：合流区域に係る修繕、委託、人件費等のうち雨水分を算定（分流雨水の維持管理費は一般会計が所
管）
　・資本費分：全体資本費に雨水分割合（※）を乗じて雨水分を算定。汚水公費は４割で算定
　　　　　　　※直近決算値に過去５年の平均伸び率
▶ ケース２
　＜雨水処理費＞
　　・維持管理費
　　　維持管理経費（管渠費、ポンプ場費、処理場費、業務費、総係費、その他営業費用）から、関連収入を控除した
ものに雨水分割合を乗じて雨水分
を算出
　　・資本費
　　　減価償却費、資産減耗費に雨水分割合を乗じて雨水分を算出
　＜雨水処理費以外＞
　　・水洗便所改造工事助成繰入金、水質監視経費繰入金、高度処理費繰入金：繰出基準に基づき算出
　　・使用料減免額の補てん分

ⅱ）繰入金
　財政当局と繰入額や繰入方法について合意事項がある場合には、その合意事項に基づく繰入金額を用いることが重要
である。合意事項がない場合においても、財政当局と協議・調整をした上で、その合意に基づく繰入金額を計上するな
ど、収支赤字額を安易に繰入金で賄う計画としないようにすることが重要である。

▶ ケース３
　＜水洗化人口×１人当たり年間使用料＋特殊事情＞
　　○水洗化人口
　　　・人口推計を基に、各年度の下水道計画区域人口を按分により算出
　　　　（R●計画人口と R●推計人口の割合を使用）
　　　・下水道計画区域人口と目標進捗率から、各年度の処理区域内人口を算出
　　　　（目標進捗率は R●を 100%とし、直近決算数字から等差推移させる）
　　　・処理区域内人口と目標水洗化率から、各年度の水栓化人口を算出
　　　　（目標水洗化率は整備完了３年後＝R●を 90%とし、直近決算数字を参考に年度ごとに設定）
　　○１人当たり年間使用料
　　　・直近決算数字から「使用料収入／水洗化人口」により基本となる１人当たり年間使用料を算出
　　　・前年の１人当たり年間使用料に 99.0%を乗じたものを翌年の数字とする（99.0%は近年の傾向を基に設定した
数字）
　　　・使用料改定を計画する年度は、改定率を反映
　　○特殊事情
　　　・大口使用者等の接続が確定しているもののみ、個別に増収予想額を加算する（公共温泉施設の接続など）

〔各地方団体における使用料収入の見込み方法の事例〕
▶ ケース１－１
　＜有収水量×使用料単価＞
　　○有収水量：年間処理水量×有収率
　　　・年間処理水量：地区別処理水量原単位（ア）×地区別水洗化人口（イ）
　　　　（ア）地区別処理水量原単位：過年度実績に基づく設定値
　　　　（イ）地区別水洗化人口：地区別人口予測値（処理区域内人口）×水洗化率予測値
　　　・有収率：過年度実績に基づく設定値
　　○使用料単価：直近決算値による（年間使用料収入/年間有収水量）

▶ ケース１－２
　＜有収水量×使用料単価＞
　　○有収水量：接続世帯数見込×世帯当たり有収水量
　　　・接続世帯数見込：前年接続世帯数見込＋新規接続世帯見込
　　　（過去3年新規処理開始世帯×接続率見込）
　　　・世帯当たり有収水量：１人当たり有収水量（直近実績値を使用）×人口推計による１世帯人数
　　○使用料単価：直近３か年実績平均

▶ ケース２
　　・用途別（家事用、家事用外、湯屋用、臨時・その他）使用料収入決算見込額×補正係数（※）
 　　※補正係数＝直近５年間の平均増減率
　　・大口利用者の進出予定を考慮し該当年度分から加算
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★

　計画期間内に実施する主な投資の内容（施設名、時期、金額など）について、図表なども適宜用いながら、分かりや
すく記載すること。
　また、収支計画の策定に当たって反映した取組について、内容（対象施設、時期、金額など）を記載すること。

【要確認】計画をもとに優先順位をつけて改築更新　ストックマネジメント計画（施設・管渠）
【回答：済】OK　　【最終チェック：済 】

　※収支計画の策定に当たって反映した取組について具体的（対象施設、時期、金額等）に記載すること。
　　＜取組例＞
　　　　・投資の目標に関する事項
　　　　・管渠、処理場等の建設・更新に関する事項
　　　　・広域化・共同化・最適化に関する事項
　　　　・投資の平準化に関する事項
　　　　・民間の活力の活用に関する事項（PPP/PFIなど）
　　　　・防災・安全対策に関する事項
　　　　・その他

　『整備計画』より、主な事業は以下のとおり。

　公共下水道終末処理場は供用開始から40年以上が経過し、老朽化による各種機器類の修繕費が年々増加してきています。
また、汚水管渠も供用開始から50年以上が経過し、老朽化による排水能力の低下が心配されることから「管渠長寿命化計
画」を策定し、緊急度、優先度の高い管渠から順次改修を実施しています。
　今後は管渠・処理施設ともに、修繕、更新を計画的に進める必要があることから、「ストックマネジメント計画」に基づ
き適正な維持管理に努めてまいります。

（説明）
　可能な限り長期間（30 年～50 年超）で行うこととし、その試算結果及びそれに基づく長期目標を記載。なお、その
際は複数の試算を行うこと。

　投資の内容等

事業名 新規・継続の別

年　　度

22,000 30,000 20,000 155,000 143,920

10,000 15,000 10,000 77,500 71,960

7,500 5,000 38,800 36,000

12,000 60

22,000 30,000 20,000 155,000 143,920

事業名 新規・継続の別

年　　度

22,000 6,000 9,000 60,000 120,000 1,200,000

10,000 30,000 60,000 600,000

15,000 30,000 300,000

12,000 6,000 9,000

22,000 6,000 9,000 60,000 120,000 1,200,000

事業名 新規・継続の別

年　　度

11,836 17,809 33,050

5,918 8,597 15,050

3,000 4,000 9,000

18 1,312

11,836 17,809 33,050

終末処理場改修事業 施工場所 野沢温泉終末処理場 事業期間 令和６年度～令和11年度 継続

施
工
事
項

令和６年度決算 令和７年度 令和８年度 令和９年度

・沈砂池棟・管理棟（建
築機械、建築電気設備）
詳細設計

・中央監視制御設備(電
気)、特殊電源設備(電
気)　詳細設計

・水処理計装・運転操作
設備運転操作設備　改
築

令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業内容

・終末処理場再構築構
想策定

・水処理計装・運転操作
設備運転操作設備 詳細
設計

・管理棟・沈砂池棟(建
具・防水)　詳細設計

・管理棟・沈砂池棟(建
具・防水)　改築

※R１０年実施改築工事
３つは、R10～R11の2か
年で実施する

事業費

・中央監視制御設備(電
気)、特殊電源設備(電
気)　改築

・管理棟・沈砂池棟改築
(建築機械、建築電気設
備)　改築

計

分・負担金

県 支 出 金

国庫支出金

地 方 債 下水債 下水債

終末処理場水処理施設OD化事業 施工場所 野沢温泉終末処理場 事業期間 令和７年度～令和11年度 新規

計

一 般 財 源

財
源
内
訳

下水債

施
工
事
項

令和６年度決算 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

水処理施設　新設・撤去
詳細設計

水処理施設　新設　工事
着手

事業内容
ストックマネジメント修繕
改築計画策定業務

全体計画　策定
事業計画変更・都市計
画事業認可

水処理施設　新設・撤去
基本設計

事業費 計

分・負担金

県 支 出 金

国庫支出金

地 方 債 下水債

下水道管渠長寿命化事業 施工場所 村道豊郷87号線 事業期間 令和６年度～令和８年度 継続

計

一 般 財 源

財
源
内
訳

下水債

施
工
事
項

令和６年度決算 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

・87号線管渠内面更生工事 ・87号線管渠内面更生
工事施工監理

・87号線管渠内面更生工事

Ｌ=73.7m　　　φ400

・87号線管渠内面更生
工事施工監理

・詳細設計　 ・87号線管渠内面更生
工事施工監理　Ｌ＝243.09ｍ　φ400

管渠長寿命化 管渠長寿命化 管渠長寿命化

Ｌ=193.7m　　　φ400

事業費

Ｌ=71.0m　　　φ400

・87号線管渠内面更生工事

事業内容

計

分・負担金

県 支 出 金

国庫支出金

地 方 債 下水債 下水債 下水債

計

一 般 財 源

財
源
内
訳
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　　②　収支計画のうち財源についての説明

★

　可能な限り長期間（30 年～50 年超）で行うこととし、その試算結果及びそれに基づく長期目標を記載。なお、その
際は複数の試算を行うこと。

　財源の積算の考え方等

収支計画の策定の前提となる長期財源試算の結果及びそれに基づく長期目標

　財源（使用料、企業債、繰入金、国庫補助等）の積算の考え方等について記載すること。
　また、収支計画の策定に当たって反映した財源確保の取組について、内容（対象施設、時期、金額など）を記載する
こと。
　加えて、経費回収率の目標及び別添の原価計算表などを参考に原価計算の内訳などを記載し、見える化を図ること。

【要確認】実施計画の他にヒアリング。
【回答：済】・料金改定（更新需要にあわせて予定）、繰入金を減、企業債（将来的な負担考慮しつつ発行）、補助の活用
【最終チェック：済 】

　※収支計画の策定に当たって反映した取組について具体的（時期、金額、対象施設等）に記載すること。
　　＜取組例＞
　　　　・財源の目標に関する事項
　　　　・使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項
　　　　・企業債に関する事項
　　　　・繰入金に関する事項
　　　　・資産の有効活用に関する事項
　　　　・その他

　※経費回収率の目標及び別添の原価計算表などを参考に原価計算の内訳などを記載し、見える化を図ること。

目 標 　適切な財源確保による安定経営を行います。

　維持管理費の効率化により、管理経費の削減を進め使用料収入と管理運営費の均衡を図りますが、施設の更新需要に伴う
事業費とその必要額確保のため、国庫補助金の活用・企業債発行による経営状況が続く予定です。
　今後は、前述の事業見通しを踏まえ、適正な料金設定による料金回収率と経常収支比率の増加を目指します。

◆料金収入
　今後の人口減少による料金収入の減少や光熱費等の高騰状況、安定した事業運営と将来の施設更新需要への備えを鑑み、
汚水処理に係るコストを適切に回収しつつ、利用者負担の公平性を確保するため、料金見直しを行う必要性がでてきており
ます。
　令和８年度の上下水道審議会において、料金原価についての評価・検証と料金改定について検討します。

◆補助金
　前述の整備計画を見込み、整国庫補助を活用します。

◆繰入金
　前述の整備計画を見込み、補助金や料金収入などの財源を確保し、一般会計繰入金に依存しないよう努めます。

◆企業債
　将来的な負担にも考慮しつつ、管渠や施設等の建設に財源が不足する場合、整備計画に基づき地方債を発行し、充当いた
します。
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　　③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

★

　（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

　　①　今後の投資についての考え方・検討状況

★

◆職員給与費
　現状、最大限の効率化が図られており、職員数は現状維持と想定しています。
　直近２年間の実績の平均をもとに、昇給等を踏まえ上昇率２％を見込んでいます。

◆動力費・光熱水費
　今後の処理量に大きな変動はなしと想定しています。
　直近５年間の実績の平均をもとに、物価上昇率２％を見込んでいます。

◆委託料・修繕費・材料費
　施設・機械装置等の老朽化に備えた修繕計画を反映し、物価上昇率２％を見込んでいます。
　なお定期的に発生する費用は直近５年間の実績を参考としています。

◆支払利息
　直近の借入条件をもとに試算しています。

汚水発生量の減少を見込み、全体費用を抑制するため、引き続き、維持管理費の効率化により管理経費の削減を進める必要
があります。

投 資 の 平 準 化 に 関 す る 事 項
　『ストックマネジメント』を基に、劣化等の状況により適切な更新計画へ反映し、
投資が平準化するように取り組んでいきます。

広域化・共同化・最適化に関する事
項

　終末処理場について、処理能力・維持コストの観点から、処理手法の見直しを予定
しています（令和12～17年度構築に向け、処理手法含め検討中）。

【要確認】最適化：処理場の処理方法検討段階でありシミレーションは暫定反映、R12～R17構築に向け設計含め順次検討
中。　【回答：済】OK　【最終チェック：済 】

そ の 他 の 取 組 　該当なし。

民 間 活 力 の 活 用 に 関 す る 事 項
（ PPP/PFI な ど ）

　地域的特性や事業規模から難しいと考えられますが、長野県・類似団体の事例等情
報収集していきます。

*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

　投資以外の経費の積算の考え方等

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生し
ている場合には、赤字の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係
る目標値を記載すること。

　投資以外の経費（委託費、修繕費、動力費、人件費など）の積算の考え方等について記載すること。
　また、収支計画の策定に当たって反映した経費削減の取組（包括的民間委託、指定管理者制度の導入等の取組も含
む。）について、内容（対象施設、時期、金額など）を記載すること。

【要確認】シミレーション他、ヒアリングよりまとめ（物価上昇を反映、必要最低限で維持）
【回答：済】OK　　【最終チェック：済 】

　※収支計画の策定に当たって反映した取組について具体的（時期、金額、対象施設等）に記載すること。
　　＜取組例＞
　　　・民間の活力の活用に関する事項（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、PPP/PFIなど）
　　　・職員給与費に関する事項
　　　・動力費に関する事項
　　　・薬品費に関する事項
　　　・修繕費に関する事項
　　　・委託費に関する事項
　　　・その他

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組
について、その
内容等を記載すること。
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参考諸元：国土交通省　水管理・国土保全局　上下水道審議官グループ　令和７年11月
『下水道分野における官民連携事業の各都道府県での実施状況（官民連携見える化マップ）【令和７年４月時点】』

（最適化）
　・公共下水道、集落排水施設、浄化槽等の各種汚水処理施設の中から、最適な施設を選択して整備することが考えら
れる（例えば、人口や有収水量等の動向を踏まえ、農業集落排水施設事業を実施している区域について処理施設を廃止
し、公共下水道事業を実施している区域に統廃合（事業の廃止）することや、集合処理により汚水処理を行う予定で
あった区域について、浄化槽により汚水処理を行う区域に変更し整備するなど）
　・未普及地域を抱えている場合、最適化が施設整備費・更新投資の将来的な削減につながる重要な手段であることを
認識し、一層の検討を行うことが重要である。

（維持管理・事務の共同化）
　複数市町村の処理場における運転管理業務や日常保守点検業務等を共同発注することが考えられる。
　また、使用料徴収や滞納管理、会計処理、下水道台帳管理、水洗化促進等の事務処理を共同化することも考えられ
る。集約化によるコスト削減や、少人数での施設管理が期待できる。

（汚泥処理の共同化）
　公共下水道、集落排水施設、浄化槽等の複数の汚水処理施設における汚泥を、流域下水道等の汚水処理施設で集約し
て処理することが考えられる。スケールメリットを活かして、全体での処理費用の削減や汚泥を資源化することによる
収入の確保などが期待できる。

（汚水処理施設の統廃合）
　処理場の老朽化に伴い改築・更新が必要な場合において、人口や施設の稼働率等の動向を踏まえ、汚水処理施設を統
廃合することが考えられる。その方法としては、都道府県と連携した、流域下水道との接続を始め、公共下水道同士の
接続や公共下水道と農業集落排水の接続等がある。
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　　②　今後の財源についての考え方・検討状況

★

　　③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

そ の 他 の 取 組 　維持管理情報の蓄積など事務合理化に向けた検討を実施していきます。

委 託 費 に 関 す る 事 項

修 繕 費 に 関 す る 事 項 　施設の老朽化に備えて、計画的に修繕を行います。

薬 品 費 に 関 す る 事 項 　現状の状態を今後も継続する予定です。

　現状の維持管理方式を今後も継続する予定です。

動 力 費 に 関 す る 事 項 　現状の状態を今後も継続する予定です。

＜資産活用による収入増加の取組について＞
　・未利用地や下水道施設の上部空間などの有効活用の状況及び活用に向けた検討状況を記載。

＜使用料の見直しに関する事項＞
　・①将来にわたって安定的に事業を継続していくためには、他会計からの繰入金に依存せず、中長期的に自立・安定
した経営基盤を築く必要があること、②昨今の厳しい財政状況の中、可能な限り使用料収入により汚水処理原価を回収
する必要があること、③中長期の改築（更新）計画に基づいて資産維持費を算定し使用料対象経費に算入することがで
きること、④使用料収入ではなく、一般会計からの繰入れ（租税収入を財源とする。）により汚水処理原価を回収する
ことは、汚水処理施設が普及していることによりその便宜を享受できる住民とそうでない住民との間に不公平が生じる
こと等を踏まえた上で、使用料の適正化を図ることが重要である。
　　下水道事業の使用料については、「収支ギャップ」解消に係る取組等の合理化・効率化を徹底した場合でも収益確
保等が見込めない場合は、上記の観点を踏まえて使用料改定の必要性を検討することが考えられる。

【要確認】方針ヒアリング。料金改定はR8審議会で検討予定（30％、50％、段階的・更新需要時期に一時的に値上げなど）
【回答：済】R8料金改定の検討予定について触れる。
【最終チェック：済 】

そ の 他 の 取 組 　該当なし

職 員 給 与 費 に 関 す る 事 項
　現状の業務に必要最低限の人員で業務を遂行しており、今後も現状の体制を維持し
ていく予定です。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、
指定管理者制度、PPP/PFIなど）

　野沢温泉終末処理場の運転・維持管理業務を今後も継続して委託する予定です。

＜その他の取組＞
　・上記以外の取組を記載。

＜投資の平準化に関する事項＞
　・点検・調査を行い、法定耐用年数を超えている管渠の中でも、改築・更新の必要性の高い管渠から優先的に投資
し、改築・更新の必要性の低い管渠については投資を先送りすることも考えられる。
　　この際、一部の下水道施設を対象として優先順位等を検討するのではなく、下水道施設全体を対象として優先順位
等を検討することが重要である。

（その他）
　・新たな処理場の建設や既存の処理場の改築・更新の計画がある場合において、人口や施設稼働率等の動向を踏ま
え、当初の計画と比べ処理能力を縮小（投資規模の見直し）することが考えられる。

資産活用による収入増加の取組に
つ い て

　該当なし

使用料の見直しに関する事項
　事業の経営状況について情報開示を積極的に行いつつ、中長期の更新計画に基づい
て、令和８年度上下水道審議会において適正な料金水準を検討します。

＜その他の取組＞
　・上記以外の取組を記載。

＜民間活力の活用に関する事項（PPP/PFI など）＞
　・処理場の老朽化に伴い改築・更新が必要な場合において、民間資金・ノウハウの活用が効率的・効果的であれば、
PPP/PFI の手法により整備することも考えられる。例えば、整備が概成し、維持管理が事業の主たる業務の場合、コン
セッション方式を導入し、運営権を譲渡する手法を活用することも考えられる。
　・なお、これらの手法を活用する場合、職員の技術力が低下することのないような配慮・工夫が求められる場合があ
る。

23/24 02_野沢温泉村下水道事業経営戦略改定版（全体）_公共.xlsx本文



★

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

★

【要確認】安定的に現状維持
【回答：済】　【最終チェック：済 】

＜委託費に関する事項＞
　・施設の維持管理業務について、個別の施設ごとの契約をまとめて契約することや、点検の頻度・方法等をより効率
的なものにするなどの削減方法が考えられる。

＜修繕費に関する事項＞
　・管渠改善率が全国平均より高い場合に、事業運営への影響も踏まえつつ、その修繕ペースを全国平均レベルとする
ことを前提に、将来見込みを行うことが考えられる。また、処理場の廃止や委託等を検討し、実現可能であれば、それ
に伴う削減額を反映して将来見込みを行うことも考えられる。

＜薬品費に関する事項＞
　・動力費と同様。

＜動力費に関する事項＞
　・複数施設で共通の資材について共同で調達するなど、調達に係るコスト削減等を行うことを前提に、将来見込みを
行うことが考えられる。また、処理場の廃止や委託等を検討し、実現可能であれば、それに伴う削減額を反映して将来
見込みを行うことも考えられる。

＜職員給与費に関する事項＞
　・更なる人員削減が可能かどうかを検討し、人事当局と調整した上で、それを反映して将来見込みを行うことが考え
られる。また、処理場の廃止や委託等を検討し、実現可能であれば、それに伴う削減額を反映して将来見込みを行うこ
とも考えられる。

　進捗管理（モニタリング）や見直し（ローリング）等の経営戦略の事後検証、改定等に関する考え方について記載す
ること。改定を含め、PDCA サイクルを回して継続的に実施することが重要であり、検証内容、頻度、体制（第三者も
含むかどうか）、公表方法について記載。また、毎年、投資・財政計画と実績との乖離を確認し、必要があれば経営戦
略の修正を行う必要がある。その結果をどう反映させていくのかスケジュールも踏まえ記載。

【要確認】自部門以外の検証チェック機能として審議会、経営戦略の改定5年毎、HP公表など具体的な行動案をまとめまし
た、ご確認ください。審議会による検証チェックの無い場合は「決算において、経営状況・経営指標を再確認いたしま
す。」
【回答：済】OK（決算で検証チェック。適宜、上下水道審議会へ意見を求める。）。　【最終チェック：済】

経営戦略の事後検証、
改 定 等 に 関 す る 事 項

◆PDCAサイクルの実行
　経営戦略はPDCAサイクルにおける計画（Plan）に位置付けられます。
　今後は実行（Do）、検証（Check）、改善（Action）等のPDCAサイクルを確実に実施するこ
とが重要です。
　検証においては、経営比較分析表を毎年度作成し、経営指標を用いた経営分析や類似団体
との比較分析を行います。
　また決算において経営状況・経営指標を再確認し、適宜、上下水道審議会へ意見を求める
等、チェック機能の充実を図ります。
　これらのPDCAサイクルにより経営状況を的確に把握し、経営の健全化及び効率化に取り組
んでいきます。

◆進捗管理（モニタリング）
　毎年度。

◆見直し（ローリング）
　計画期間は10年、５年毎に検証を行います。
　なお、自然災害等の突発的な事象があれば、スケジュールに関わらず適宜見直しを行いま
す。
　見直しにおいては、投資・財政計画と実績とのかい離やその原因に対する分析と、事業状
況や社会情勢に合せた見直しを行い、その結果を反映していくこととします。
　経営戦略の改定を行った際は、ホームページ上へ公表し住民等へお知らせします。

＜民間活力の活用に関する事項（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、PPP/PFI など）＞
　・公の施設としての下水道施設について、その設置の目的を効果的に達成するため、条例の定めるところにより、管
理・運営を民間事業者に行わせる指定管理者制度を活用することが考えられる。
　・また、民間事業者の創意工夫やノウハウの活用により効率的・効果的に維持管理を実施できるよう、複数の業務や
施設を包括的に委託する包括的民間委託を活用することも考えられる。

＜その他の取組＞
　・上記以外の取組を記載。
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1.経費回収率向上に向けたロードマップ

2.業績目標

（1）取組内容

・ストックマネジメント計画ならびに最適化構想計画に基づく適正な投資事業（老朽化対策等）の実施 　

・経営戦略の見直し及び下水道使用料の検証を少なくとも５年に１回の頻度で実施

・水洗化率の向上による下水道使用料収入の確保

（2）使用料の見直し

・使用料については、審議会で料金改定よる効果検証を踏まえ検討し、必要に応じて改定を行う。

（3）業績目標

・経費回収率向上に向けた取り組みを実施

　計画期間内の経費回収率の平均が公共下水道事業73％、農集集落排水事業62％となっている。

　令和8年度審議会において料金水準の検証・料金改定について検討し、３年毎に使用料の見直しを行う。

・計画期間内の水洗化率 99％維持

※本資料では、「審議会」を水道・下水道事業運営審議会の略称として用いています。

支出：

経費削減

（適宜改定） （効果検証）

審議会 見直し 審議会見直し

 ストックマネジメ

ント等整備計画

計画の実施、

適宜改定

 水洗化率の向上

接続・設置の

広報啓蒙活動

 経費回収率の向上

収入：

使用料の見直し

改定

（効果検証） （適宜改定） （効果検証）

審議会 見直し 審議会

（適宜改定） （効果検証）

効果測定と改定
改定 効果測定 改定 効果測定

2031 2032 2033 2034 2035

 経営戦略計画

R15 R16 R17

項目 2025 2026 2027 2028 2029 2030

下水道 経費回収率向上に向けたロードマップ

年度 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

03_下水道 経費回収率向上に向けたロードマップ


